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はじめに 

  地方分権改革推進委員会におかれては、平成 19 年 4 月の発足以来今

日まで、極めて精力的に調査審議、勧告等を行ってこられたことに心

から敬意を表するものである。 

平成 20 年５月の第１次勧告において、国と地方の役割分担の見直し

や具体的な権限移譲等について触れられ、また、同年 12 月の第２次勧

告において、義務付け・枠付けの見直しについて、4,076 もの見直し

対象条項が示された。これらの勧告は、地方の自由度を拡大し、地域

の実情にあった対応が可能になるものとして、高く評価するとともに、

勧告内容の実現に向け、強く期待しているところである。 

これまで、指定都市市長会が３度にわたる提言を通じて訴えてきた

ように、真の分権型社会を実現するためには、地方自らが創造力と責

任を持って、地域の課題や住民ニーズに対応し、地域の活力を高めて

いかなければならない。 

とりわけ、人口、産業等が集積する大都市が、活力を維持し、都市

行政の先導的役割を果たすとともに、区域を越える都市圏全体を支え、

地方全体をけん引していくことが、日本の発展に不可欠である。 

第二期地方分権改革を実効性のあるものとし、地方がその役割と責

任を果たすためには、これを支える抜本的な税財政制度の改革が最も

重要な要素であり、これなくしては、第一次分権改革と同様、「未完の

分権改革」となりかねない。 

そこで、これまでの取組みを踏まえ、指定都市が望む大都市におけ

る税財政制度など地方分権改革のあり方について「第４次提言」とし

て取りまとめたので、意見として提出する。 

地方分権改革推進委員会の第３次勧告に十分反映されるよう要望

するとともに、政府においても地方分権改革の実現を最重要課題とし

て位置づけ、地方分権改革推進計画の策定、新分権一括法案（仮称）

の早期国会提出に向け、積極的に取り組まれることを強く望むもので

ある。
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第 1 章 第二期地方分権改革に関するこれまでの取組み 

１ 指定都市のこれまでの主な意見 

指定都市は、道府県に比肩する高度な行政能力を有しているこ

とから、真に国・道府県が担わなければならない事務以外の事務

を全て担うことを原則として、地方分権改革推進委員会の勧告等

に向け、３度にわたり提言を行ってきた。 

例えば、権限移譲に関しては、別表１に掲げるように、「道路」

について、一体的で効率的な整備・管理が必要であるため、指定

都市の区域内の全ての道路の整備・管理権限を移譲することを、

また、「義務教育」については、指定都市が道府県費負担教職員の

人事権を有しているにもかかわらず、給与費負担が道府県に留保

されており、人事施策上の弊害が生じているため、給与費負担の

移管とそれに伴い必要となる所要額全額を税源移譲により措置す

ることなどを主張してきた。 

また、地方の自主性や自立性を阻害する要因となる法令等によ

る関与、義務付け・枠付けを廃止・縮小すること、国の出先機関

の見直しにあたって、職員等の移行が国の意向による一方的なも

のとならないこと、大都市制度のあり方について検討を行うこと

などを主張してきた。 

このほか、事務権限の移譲に伴い必要となる財源については、

税源移譲等によって確保されること、国・地方の税源配分を是正

すること、大都市特有の財政需要 [資料１]に対応した都市税源を

拡充強化することなどを幅広く主張してきたところである。 

 

 



 - 2 -

別表１ 

指定都市の主な提案事項    

個別分野 主な提案事項 
勧告への

反映状況

災害対策 
・防衛大臣への自衛隊の災害派遣要請の権限を指

定都市に移譲すること 
△ 

（都市計画関係） 

・指定都市の区域内における都市計画に関する権

限を包括的に移譲すること 

○ 

土地利用 
（農地転用・農業振興地域関係） 

・指定都市の区域内における農地転用の許可等の

権限を移譲すること 

△ 

河川 

・指定都市の区域内で完結する河川について、 

国土保全上及び道府県土保全上重要なものを

除き、指定都市が主体的に管理できるよう制度

を見直すこと（単に指定都市の区域内を流下す

る河川であっても協議により管理できる制度

とすること） 

× 

道路 

・指定都市の区域内の全ての国道（高速自動車国

道を除く。）、道府県道及び市道について指定都

市が一体的で効率的な道路管理を行えるように

すること 

△ 

生活保護 
・生活保護制度を持続可能な制度とするため国の

責任で全額財源措置すること 
× 

国民健康

保険 

・国民皆保険制度を維持するため、公的医療保険

制度を全て一本化したうえで、国が保険者とし

て運営すること 

× 

子育て 

支援 

・私立幼稚園の設置認可に関する権限及び認定こ

ども園の認定に関する権限（認定基準の作成に

関する権限を含む。）を指定都市に移譲すること 

× 

義務教育 

・学級編制や教職員定数、教職員配置等に関する

包括的な権限を指定都市に移譲すること 

・道府県費負担教職員の給与費負担の移管に伴い

必要となる所要額全額を税源移譲により措置す

ること 

○ 

凡例：○･･意見が反映された項目 △･･意見が一部反映された項目 ×･･意見が反映されていない項目 
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２ 指定都市の提案事項の勧告への反映状況 

地方分権改革推進委員会は、地方の自主性を促し、主体性が発

揮できるよう取り組まれてきた。このことに関しては、高く評価

するものである。 

しかし、指定都市は、道府県に比肩する高度な行政能力を有し

ており、基礎自治体としての役割に加え、大都市として圏域を支

える役割なども担っていることから、「土地利用（都市計画関係）」

や「義務教育」などで示されたように「河川」などについても一

般市とは異なる権限移譲が示されるべきであった。  

また、「義務付け・枠付けの見直し」について、指定都市とし

ての考えを主張してきたが、別表２のとおり、取り残されたもの

もある。 

さらに、「大都市制度のあり方」については、全く議論が行わ

れていない状況である。 
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別表２ 

指定都市の提案事項のうち勧告に反映されなかったもの 

（義務付け・枠付けの廃止・縮小関係） 

個別分野 指定都市の提案事項 

土地利用 ・農地転用許可権限の移譲にあたっては農林水産大臣と

の協議を廃止すること（農地法附則第２条を改正） 

河川海岸 ・河川占用許可について、河川管理者の判断による弾力

的な運用を可能とすること（河川敷地占用許可準則第

６を改正） 

・指定都市が整備・管理する区間については、河川敷地

の境界確定及び流水占用料の徴収等を自ら行えるよう

にすること（国有財産法施行令第６条、河川法第 32

条を改正） 

・砂防設備等の整備・管理に関する技術的基準を、地域

の実情に応じた弾力的な運用が可能となるように緩和

すること（河川砂防技術基準を改正） 

・海岸保全施設の整備・管理に関する技術的基準を、地

域の実情に応じた弾力的な運用が可能となるように緩

和すること（海岸保全施設の技術上の基準を定める省

令） 

道路 

 

 

・道路管理者である指定都市に対する国土交通大臣の必 

要な処分等の指示を廃止すること（道路法第 75 条を改

正） 

・道路行政又は技術に対する国土交通大臣の勧告等を廃 

止すること（道路法第 78 条を改正） 

子育て支援 ・放課後子どもプラン推進事業の実施に関する国の関

与・義務付けを廃止すること（児童福祉法第６条の２

を改正） 

介護保険 ・地域支援事業の実施対象や実施内容の枠付け等を廃止 

すること（介護保険法第 115 条の 38 の規定に基づく要

綱を改正） 

交通 ・バスの上限運賃認可については、指定都市市長の認可 

とし、実際に適用する運賃についても、指定都市市長へ

の届出とすること（道路運送法第９条第１項、第４項を

改正） 

・事業用車両の最大寸法及び重量の変更に際して、国土 

交通大臣の認可を廃止すること（道路運送法第 15 条を

改正） 

・ノンステップバスの仕様にかかる関与を廃止すること

（標準仕様ノンステップバス認定要領を改正） 

義務教育 ・教育課程の編成を弾力化すること（学校教育法第 33 条

を改正） 
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３ 国の対応 

平成 20 年６月の地方分権改革推進要綱（第１次）において、第

１次勧告を最大限尊重し、地方分権改革の推進に強力に取り組む

という政府の姿勢が示されたが、その後、内閣府が取りまとめた

「地方分権改革推進要綱（第１次）のフォローアップ」等による

と、例えば、都市再開発法にかかる認可では、「一定の財政的な基

盤や事業施行の高度なノウハウ」を理由に、「都道府県知事が行う

必要がある」とされるなど、権限移譲や自由度拡大に対する各府

省の消極的な姿勢が見受けられた。 

さらに、平成 20 年 12 月に農林水産省が示した「農地改革プラ

ン」において、農地転用許可事務における新たな国の関与の創設

が盛り込まれるなど、地方分権の趣旨に逆行した動きもあり、地

方分権改革を進めていくうえで、障害となることが懸念される。  
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第２章 第３次勧告に向けた提案事項 

１ これまでの取組みを踏まえた提案事項 

(1) 地方分権改革推進委員会への提案事項 

指定都市は、自己完結的な行政サービスを提供できる行政能力

を有しており、また、その用意もある。 

したがって、指定都市への分権を推進することは、地方分権改

革の先行事例として、その成功に寄与するものと考えている。 

しかし、第１章で述べたように、大都市である指定都市への権

限移譲が不十分であることから、第１次勧告に反映されていない

指定都市の意見（別表１参照）を、第３次勧告に反映することを

強く求めるものである。  

  また、第３次勧告で調査審議される義務付け・枠付けの見直し

にあたっては、第２次勧告で取り上げられていない指定都市の提

案事項（別表２参照）について、廃止等の見直しを合わせて行う

べきである。 

   

 

 

 

 

 

【提案事項】 

 

 

 

 

・第１次勧告で反映されなかった権限移譲（別表１参照）につ

いて、再度検討を行うこと 

・義務付け・枠付けについては、第２次勧告で取り上げられて

いない指定都市の提案事項（別表２参照）について、廃止等

の見直しを行うこと 
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(2) 政府への提案事項 

第１章で述べたように、各府省の取組姿勢は、勧告や要綱で示

された権限移譲に対し消極的なものが多く、地方分権改革を進め

るうえで、危惧の念を抱く。 

政府においては、各府省の消極的な姿勢をあらため、総理大臣

が本部長を務める地方分権改革推進本部を中心に、地方分権改革

推進委員会の勧告や地方の意見に沿った地方分権改革推進計画の

策定、新分権一括法案（仮称）の早期国会提出に向け、積極的に

取り組むべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【提案事項】 

 
・政府主導のもと、地方分権改革推進委員会の勧告や地方の意

見に沿った地方分権改革推進計画の策定、新分権一括法案（仮

称）の早期国会提出に向け積極的に取り組むこと 
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２ 「大都市における税財政制度」に関する提案事項 

地方自治体が自主的かつ自立的な行財政運営を行うためには、

国と地方の役割分担を抜本的に見直したうえで、新たな役割分

担に応じた税財政制度の確立が必要である。 

そのためには、国税から地方税への税源移譲、国庫補助負担

金の改革、地方交付税の改革を一体的に進め、地方税中心の歳

入体系を構築すべきである。 

指定都市は、基礎自治体としての役割に加え、圏域における

中枢都市としての役割も担っている。安定的な地方税体系の構

築にあたっては、これらの役割に伴う財政需要や人口の集中・

産業の集積に伴う都市的課題から生じる財政需要といった大都

市特有の財政需要に対応するため、都市税源が重要であること

を踏まえ、検討を行うべきである。 [資料１] 

また、指定都市には事務配分の特例により道府県の事務権限

が移譲されているが、移譲された事務事業に必要な財源につい

て、税制上の措置が不十分であることに加え、第二期地方分権

改革において、新たに（道府県から）指定都市の役割分担とな

る事務事業の財源についても税制上の措置が必要となってくる

ことから、道府県から指定都市への税源移譲による大都市特例

税制を創設すべきである。 
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 (1)  地方税財政制度について 

① 国から地方への税源移譲について 

ア 税源移譲の必要性 

地方自治体が自主的かつ自立的な行財政運営を行うためには、

国と地方の役割分担を抜本的に見直すとともに、地方の担う事

務と責任に見合った地方税財源の充実、特に地方税財源に占め

る地方税の割合を引き上げることが必要である。 

現在、国・地方間における「税の配分」が６：４であるのに

対し、地方交付税や国庫支出金など国から地方への交付分を含

めた「税の実質配分」では３：７となっており、大きな乖離が

ある。 

第二期地方分権改革の中で、国と地方間の「税の配分」につ

いて、国税から地方税への税源移譲を進め、当面、５：５とす

ることを確実に実現すべきである。 

 

 

国・地方における租税の配分状況（平成 20 年度）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※国の当初予算額、地方財政計画額による数値である。 

国税
55兆1,399億円
57.7％

地方税
40.兆4,703億円
42.3％

地方
66.兆3,416億円
69.4％

国
29兆2,686億円
30.6％

４
　
：
　
６

７
　
：
　
３

税源
移譲

総額95兆6,102億円 総額95兆6,102億円

地方税

国　税

（７兆円程度）

５
　
：
　
５

地　方

国

税の配分 税の実質配分 税の配分 税の実質配分

≪現　状≫ ≪当　面≫

地　 方　 税　40兆4,703億円
地方交付税　16兆2,007億円
地方譲与税　  　　 7,027億円
国庫支出金　10兆  831億円
国直轄事業
負担金等　　△1兆1,152億円
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イ 税源移譲にふさわしい税目 

  (ｱ) 税源移譲にふさわしい税目の要件  

次のような要件を満たす税目によって、国から地方への税源

移譲を行うべきである。 

・基礎的行政サービスを安定して提供していくためには、税源

の偏在性が少なく、景気変動に対して安定性がある基幹税目

であること 

・都市の規模・能力に応じて進められる事務・権限移譲や、企

業の集積等に伴う大都市特有の財政需要にも対応できること 

・納税者の負担に大きな変動がなく、新たな徴収コスト、賦課

徴収体制を構築する必要がないこと 

加えて、国・地方を通じて、現行税制が複数の税目から構成

され、全体としてバランスを取っていることを踏まえると、複

数の基幹税からの税源移譲を行うべきである。 

 

  (ｲ) 税源移譲にふさわしい税目  

     (ｱ)の要件等を踏まえると、消費税、所得税、法人税など複数

の基幹税からの税源移譲を行うことを基本とすべきである。 

  ≪消費税から地方消費税へ≫  

税源の偏在性が少なく、景気動向に対して安定性を備えてお

り、少子高齢化の進展に伴い増嵩が見込まれる社会保障関係を

始めとした住民生活に必要な行政サービスに、引き続き確実か

つ安定的に対応していくための財源としてふさわしい。 

   ≪所得税から個人住民税へ≫  

地域住民による地域社会の費用負担という性格をもち、基礎

的行政サービスの提供に対する対価としてふさわしい。  

   ≪法人税から法人住民税へ≫  

地域の構成員である法人が、産業集積に伴う社会資本整備な

どの行政サービスを提供されていることに対する対価としてふ

さわしい。  
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ウ 「国と地方の税の配分 5：5」の実現に向けて 

税源移譲に関する具体的な制度設計については、国と地方の役

割分担の見直しによる各地方自治体への影響を踏まえて判断すべ

きものである。 

しかしながら、国と地方の「税の配分」を５：５とするための

複数の基幹税からの税源移譲の姿を具体的に示すために、消費税

から地方消費税への税源移譲（地方消費税 1％⇒2.5％）を基本に

試算したものが次のパターン例である。 

国税：地方税＝５：５とするための税源移譲のパターン例  

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※移譲総額は平成 20 年度の国の当初予算・地方財政計画ベースで試算した。 
 

もとより、国と地方の「税の配分」を５：５とするためには、

相当規模の税源を移譲する必要があるが、パターン例が示すよう

に、複数の基幹税からの税源移譲が不可欠である。国から地方へ

の事務・権限の移譲に伴い必要となる財源や都道府県と市町村の

役割分担なども踏まえ、具体的な制度設計が行われるべきである。 

 

例１ 例２ 例３

消費税から
地方消費税へ

消 費 税4％ ⇒ 2.5％
地方消費税1％ ⇒ 2.5％

(移譲見込額)約４ 兆円

消 費 税4％ ⇒ 2.5％
地方消費税1％ ⇒ 2.5％

(移譲見込額)約４ 兆円

消 費 税4％ ⇒ 2.5％
地方消費税1％ ⇒ 2.5％

(移譲見込額)約４ 兆円

所得税から
個人住民税へ

個人住民税の税率
10％ ⇒ 11.5％

(移譲見込額)約1.5兆円

個人住民税の税率
10％ ⇒ 13％

(移譲見込額)約３ 兆円

法人税から
法人住民税へ

法人住民税の配分割合
12.2％ ⇒ 18.3％

(移譲見込額)約1.5兆円

法人住民税の配分割合
12.2％ ⇒ 24.4％

(移譲見込額)約３ 兆円

移譲額計 ７ 兆円程度 ７ 兆円程度 ７ 兆円程度

例１ 例２ 例３

消費税から
地方消費税へ

消 費 税4％ ⇒ 2.5％
地方消費税1％ ⇒ 2.5％

(移譲見込額)約４ 兆円

消 費 税4％ ⇒ 2.5％
地方消費税1％ ⇒ 2.5％

(移譲見込額)約４ 兆円

消 費 税4％ ⇒ 2.5％
地方消費税1％ ⇒ 2.5％

(移譲見込額)約４ 兆円

所得税から
個人住民税へ

個人住民税の税率
10％ ⇒ 11.5％

(移譲見込額)約1.5兆円

個人住民税の税率
10％ ⇒ 13％

(移譲見込額)約３ 兆円

法人税から
法人住民税へ

法人住民税の配分割合
12.2％ ⇒ 18.3％

(移譲見込額)約1.5兆円

法人住民税の配分割合
12.2％ ⇒ 24.4％

(移譲見込額)約３ 兆円

移譲額計 ７ 兆円程度 ７ 兆円程度 ７ 兆円程度

・第二期地方分権改革の中で、国と地方の「税の配分」について、

国税から地方税への税源移譲を進め、当面、５：５とすることを

確実に実現すること  

・また、税源移譲にあたっては、消費税、所得税、法人税など複数

の基幹税から行うこと  

【提案事項】  
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＜補論＞ 

平成 20 年 12 月 24 日に閣議決定された『持続可能な社会保障構築

とその安定財源確保に向けた「中期プログラム」』の中で、地方税制

について「地方分権の推進と、国・地方を通じた社会保障制度の安定

財源確保の観点から、地方消費税の充実を検討するとともに、地方法

人課税の在り方を見直すことにより、税源の偏在性が小さく、税収が

安定的な地方税体系の構築を進める。」との基本的方向性が示された。 

地方税体系の構築にあたっては、指定都市が、住民に最も身近な基

礎自治体としての役割に加え、圏域の中枢都市としての役割も担って

おり、これらの役割に伴う財政需要に対応するためには都市税源が重

要であることを踏まえ、検討を行うべきである。 

 

 

ア 地方消費税の充実の必要性 

   中期プログラムにおいても謳われているとおり、次のような観点

から、地方消費税の充実が図られるべきである。 

・税源の偏在性が少なく、景気動向に対して安定的であり、また、

地域住民に広く負担を求められるため、地方税としてふさわしい。 

［資料２、３］  

・少子高齢化の進展に伴い増嵩が見込まれる社会保障関係等の基礎

的行政サービスを安定して提供する財源である。［資料４］  

・大都市においては、消費流通活動が活発に行われ、また、大都市

特有の財政需要を抱えているにもかかわらず、消費・流通課税の

配分割合が 3.9％と極めて低い。［資料１、５、６］  
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イ 地方法人課税の重要性 

中期プログラムにおいて、「地方法人課税の在り方の見直し」につ

いて言及されているが、次のような観点から、地方法人課税は、地

方税として、引き続き重要な役割を果たすべきである。 

・法人住民税は、地域の構成員である法人が、産業集積に伴う社会

資本整備などの行政サービスの提供を受けていることに対する負

担である。［資料７］  

・大都市には、企業の集積等に伴う大都市特有の財政需要が存在す

るが、法人所得課税の市町村への配分割合が 8.7％と極めて低く、

その財政需要に対応した税収が確保できていない。［資料１、８］ 
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② 国庫補助負担金の見直し等 

  ア 国庫補助負担金の見直し 

地方自治体が自主的かつ自立的な行財政運営を行うためには、

国と地方の役割分担を明確化したうえで、真に国が義務的に負担

すべき分野を除き、国の関与・義務付けを廃止・縮減しつつ、国

庫補助負担金の廃止と税源移譲を一体で進めることが必要である。 

その際には、これまでの三位一体の改革で行われたような単な

る国庫補助負担率の引下げについては、地方の自由度の拡大につ

ながらないことから決して行うべきではない。 

見直しの基本的な考え方  

・国と地方の役割分担を明確化したうえで、地方が担うべき分野

にかかる国庫補助負担金は廃止し所要額を税源移譲すべきである。 

また、交付金化された国庫補助負担金についても、国の関与が

依然として残ることから、廃止のうえ税源移譲を行うべきであ

る。 

なお、国が担うべき分野については、必要な経費全額を国が負

担すべきである。国が担うべき分野とは、例えば、生活保護費

負担金など地方の独自性や創意工夫を発揮する余地がなく、全

国的に画一的な取扱いとなっている事業にかかるもの、災害復

旧など臨時に巨額の財政負担が生じるものなどである。 

・国庫補助負担金の廃止にあたっては、 

地方財政法第 16 条関係における奨励的補助金のうち投資的なもの 

同条関係における奨励的補助金のうち経常的なもの 

同法第 10 条関係における国庫負担金のうち投資的なもの 

同条関係における国庫負担金のうち経常的なもの 

の順に検討すべきである。 
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「廃止すべき国庫補助負担金」（平成 16 年 7 月指定都市提言）の未実施分 

（単位：億円） 

※地方道路整備臨時交付金は廃止され、平成 21 年度より「地域活力基盤創造交付金」

が創設されている。 

事  項  主  な  も  の  20 年度予算額 

投資
水道施設整備費補助  

住宅市街地総合整備促進事業費補助  
5,707 

経常
公的賃貸住宅家賃対策補助  

森林整備地域活動支援交付金  
285

奨励的補助金 

（地財法 16 条） 

義務
児童育成事業費補助金  

疾病予防対策事業費等補助金  
1,583

投資
下水道事業費補助  

都市水環境整備事業費補助  
9,296国庫負担金 

（地財法 10 条） 
義務 義務教育費国庫負担金、児童保護費等負担金  20,217

小       計  37,088

社会資本整備事業特会 地方道路整備臨時交付金等 12,015

合       計  49,103
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イ 新たな役割分担に応じた財源措置 

指定都市は道府県並みの行政能力を有していることから、これま

での提言において、できる限り国及び道府県の事務権限を指定都市

に移譲するとともに、権限の移譲に伴い必要となる財源については、

税源移譲により措置することを主張してきた。 

特に、次の事務権限の移譲に伴う財政への影響は指定都市にとっ

て大きなものとなるため、財源について具体的な手当てを講じる必

要がある。 

 

第 2 次勧告までに指定都市として主張している主な権限移譲とその経費等 
（単位：億円）  

経費及び内訳 

移譲事務 財源の移譲 
経費  

国  

負担分  

道府県  

負担分  

市  

負担分  

一 般 国 道 （ 指 定 区

間）の整備・管理 

必要経費全額を国か

ら税源移譲 
約１,９00 約 1,200  約７00

市 域 内 で 完 結 す る

一級河川（国管理）

と、市域内を流れる

一 級 及 び 二 級 河 川

（道府県管理）の整

備・管理 

必要経費全額を国・

道府県から税源移譲

約 320 約 130 約 190 

道 府 県 費 負 担 教 職

員の給与費負担 

所要額全額を国・道

府県から税源移譲 約 10,800 約 2,900 約 7,900 

国が担うべき役割とその財源措置 

生活保護 

（法定受託事務） 
経費全額を国庫負担 約 9,300 約 6,600  約 2,700

※平成 18 年度決算に基づき推計 
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ウ 国直轄事業負担金の廃止 

国と地方の役割分担の見直しを行ったうえで、最終的に国が行う

べきとされた国直轄事業については、国の負担で整備すべきであり、

地方に負担を求めるべき性格のものではない。したがって、国直轄

事業負担金については廃止すべきである。 

また、現在国直轄事業として行っている国道や国営公園などの施

設の整備・管理について指定都市などの地方自治体に移譲する場合

は、必要経費を税源移譲により全額財源措置すべきである。 

 

国直轄事業に対する指定都市の負担例（平成 18 年度決算ベース）  
（単位：百万円）  

事 業  名  国直轄事業費 
国直轄事業に対する 

指定都市の負担額 
負担割合 

国   道  173,293 65,073 3８％

公  園  3,988 590 15％

整 
 

備 

空  港  8,055 696 9％

国   道  20,096 8,100 40％維
持
管
理 公  園  2,136 453 21％

計  207,568 74,912 36％
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・国と地方の役割分担を明確化したうえで、真に国が義務的に負担

すべき分野を除き、国の関与・義務付けを廃止・縮減しつつ、国

庫補助負担金の廃止と税源移譲を一体で進めること  

・これまでの提言において指定都市が主張してきた事務権限の移譲

に伴う必要経費については税源移譲により措置すること  

・国直轄事業負担金については廃止すること  

・国直轄事業を指定都市などの地方自治体に移譲する場合は、必要

経費を税源移譲により全額財源措置すること  

【提案事項】  
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 ③ 地方交付税制度について  

  地方交付税は、地方自治体が地域社会に必要不可欠な一定水準の

公共サービスの提供を確保するための財源を保障する機能を有する

とともに、地方税における税源の偏在性を調整する機能を有する地

方固有の財源である。そのため、改革にあたっては、双方の機能を

重視するとともに、地方の役割や行政サービスの水準について地方

と十分な議論を行ったうえで進めるべきである。その際には、大都

市を狙い撃ちにした地方交付税の削減や国の関与や義務付けの見直

しを伴わない、国の歳出削減のみを目的とした根拠のない地方交付

税の削減は行うべきではない。 

抜本的な税制改正が行われ、偏在性の少ない安定的な地方税体系

が構築された場合においても、個々の自治体における財政力格差は

依然として残ることから、地方自治体が自主的かつ自立的な行財政

運営を確保していくためには、地方交付税が有する機能を維持して

いくことが重要である。 

また、国・地方を通じた歳出削減努力によってもなお生じる地方

財源不足額の解消や税源移譲に伴う地方交付税原資の減少について

は、地方交付税の法定率引上げによって対応すべきである。 

さらに、地方交付税の算定にあたっては、圏域における中枢都市

としての財政需要等の大都市特有の財政需要 [資料１]を的確に反映

させる仕組みを構築すべきである。 

 

 

 

 

 

・偏在性の少ない安定的な地方税体系が構築された場合においても、

地方交付税が有する機能を維持すること  

・国・地方を通じた歳出削減努力によってもなお生じる地方財源不

足額の解消や税源移譲に伴う地方交付税原資の減少については、

地方交付税の法定率引上げによって対応すること  

【提案事項】  
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④ 一体的な改革の具体例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 一体的な改革の具体例 

国と地方の税源配分を５：５とするための７兆円程度の税源移譲

のうち、一定程度については、税源移譲、国庫補助負担金、地方交

付税の一体的な改革を実施することによって、国の収支を維持し、

さらに地方交付税総額を確保したうえで税源移譲を実施することが

できる。 

 

具体的には、 

ア 地方交付税原資である消費税（例えば１％分、2.7 兆円）から

の税源移譲 

イ 移譲後の地方交付税原資について、法人税の交付税率を引上げ

ることにより地方交付税総額を確保 

ウ 税源移譲額と同額（この例では 2.7 兆円）の国庫補助負担金の

廃止 

を一体的に実施することにより、７兆円程度のうち一部の税源移譲

を行うものである。 

なお、７兆円程度に達するまでの残りの税源移譲については、消

費税、所得税、法人税など複数の基幹税からの移譲を行う。 

 

・国と地方の税の配分５：５の実現に向けて、税源移譲、国庫補助

負担金、地方交付税の一体的な改革を実施すること  

【提案事項】  
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地方交付税原資に算入されている消費税からの税源移譲（１％分、2.7兆円）を実施

消費税・所得税・法人税など複数の基幹税からの税源移譲（4.3兆円）
なお、税源移譲により地方交付税原資の減少が生じることのないよう、地方交付
税の法定率引上げによる対応が必要

消費税からの税源移譲

国庫補助負担金の廃止

地方交付税総額を確保するため法人税の交付税率を引上げる

所得税

所得税

酒税

酒税

たばこ税

たばこ税

法人税 消費税

　　　法人税

交付税原資入替
１％分

2.7兆円

2.7兆円分の国庫補助負担金の廃止については、「廃止すべき国庫補助負担金」
（平成16年7月指定都市提言）の未実施分の中から廃止

ア

イ

ウ

一体的な改革の具体例  
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 (2) 大都市特例税制について 

ア 大都市特例税制の必要性 

地方は二層制と言いながらも、その機能の多様化が進む一方で

地方税制は事務権限に関わりなく画一的である。 

指定都市には、事務配分の特例により道府県の事務権限が移譲

されているが、移譲された事務事業に必要な財源について、税制

上の措置が不十分である。 

指定都市の市民は、他市町村の住民と等しく道府県税を負担し

ているにもかかわらず、道府県から移譲された事務事業について

は、指定都市から市税により提供されており、受益と負担の関係

にねじれが発生している。 

したがって、指定都市が道府県に代わって提供する行政サービ

スに係る経費は、道府県から指定都市への税源移譲による税源配

分の見直しによって財源措置されるべきである。 

また、第二期地方分権改革において、新たに（道府県から）指

定都市の役割分担となる事務事業についても、併せて必要な財源

についての指定都市への税制上の措置が必要である。 
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さらに、道府県費負担教職員給与費負担（7,931億円）や市域内を流れ

る道府県管理河川の整備・管理（190億円）など新たに指定都市の役割

分担となった場合における事務事業についても税制上の措置が必要!! 

（平成 18 年度決算をもとに推計）  

大都市の事務配分の特例に伴う税制上の措置不足額  

（平 成 20年 度 予 算 に基 づく概 算 ）    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３，７２４億円 
 

地方自治法に基づくもの  

土木出張所  

衛生研究所  

定時制高校人件費  

国・道府県道の整備・管理  

           等  

  

道道 府府 県県 にに 代代 わわ っっ てて 負負 担担 しし てて いい るる 経経 費費   

（特 例 経 費 一 般 財 源 等 所 要 額 ）  

  

同同 左左 税税 制制 上上 のの 措措 置置   

２，３４２億円 

税制上の措置不足額 

１，３８２億円 

税制上の措置済額 

道府県から指定都市への事務移譲・権限移譲に応じた所要額 
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イ 税源移譲にふさわしい税目 

  (ｱ) 税源移譲にふさわしい税目の要件  

    次のような要件を満たす税目によって、道府県から指定都市

への税源移譲を行うべきである。 

・必要となる道府県からの税源移譲額は多大なものとなること

から、基幹的な税目であること 

・都市の規模・能力に応じて特例事務の配分や事務・権限の移

譲が行われていることから、指定都市の経済活動を反映する

都市的税目であること 

・自治体警察（市町村）が都道府県警察に統合されたことなど

に伴い、昭和 29 年に個人・法人市町村民税、固定資産税の一

部を道府県に税源移譲し、個人・法人道府県民税、不動産取

得税が創設された歴史的経緯を踏まえること   

・納税者の負担に大きな変動がなく、新たな徴収コスト、賦課

徴収体制を構築する必要がないこと 

 

  (ｲ) 税源移譲にふさわしい税目  

(ｱ)の要件等を踏まえると、個人道府県民税、法人道府県民税

及び地方消費税の複数税目からの税源移譲を行うことを基本と

すべきである。 

≪個人道府県民税から個人市民税へ≫  

地域住民による地域社会の費用負担という性格をもち、基礎

的行政サービスの提供に対する対価としてふさわしい。 

≪法人道府県民税から法人市民税へ≫  

地域の構成員である法人が、産業集積に伴う社会資本整備な

どの行政サービスを提供されていることに対する対価としてふ

さわしい。 

道府県の施策である産業振興や企業誘致などを、 指定都市で

は独自の施策として実施していることに対する対価としてふさ

わしい。 
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≪地方消費税から地方消費税交付金へ≫  
税源の偏在性が少なく、景気動向に対して安定性を備えてお

り、少子高齢化の進展に伴い増嵩が見込まれる社会保障関係等

の住民生活に必要な行政サービスに、引き続き確実かつ安定的

に対応していくための財源としてふさわしい。 

大都市においては、消費流通活動が活発に行われ、また、大

都市特有の財政需要を抱えているにもかかわらず、消費・流通

課税の配分割合が極めて低く、大都市の実態を反映した税制と

なっていない。 
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ウ 大都市特例税制の創設に向けて 

アで示したように、現在、事務配分の特例に伴う税制上の措置不

足額は 2,342 億円である。 

また、第 1 次勧告において道府県から指定都市へ移譲すべきとさ

れた事務のうち道府県費負担教職員の給与費が指定都市の負担とさ

れると、税制上の措置不足額が 1 兆円を超えるものとなる。加えて、

道府県費負担教職員給与費負担以外の事務・権限移譲に伴う財源も

必要となる。 

一方、指定都市の市域内税収については、個人道府県民税 1 兆 650

億円、法人道府県民税 2,696 億円、地方消費税 2,642 億円の合計 

1 兆 5,989 億円である。 

事務配分の特例に伴う税制上の措置不足額と前述の道府県費負担

教職員給与費及び河川の整備・管理の見直しに係る影響額について

指定都市へ税制上の措置をするだけでも、市域内の個人道府県民税

全額の税源移譲が必要となる規模である。 

したがって、今後の地方分権の進展に伴い、指定都市が道府県に

代わって行う役割を自主的、自立的に果たしていくためには、イで

示したように、個人道府県民税、法人道府県民税及び地方消費税の

複数税目からの税源移譲による大都市特例税制の創設が必要である。 
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事務配分の特例に伴う税制上の措置不足額等と  

指定都市の市域内税収の比較  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※事務配分の特例に伴う税制上の措置不足額は平成 20 年度予算、道

府県費負担教職員給与費及び河川の整備・管理の見直しに係る影

響額は平成 18 年度決算から算出。市域内税収については、個人・

法人道府県民税は平成 19 年度市町村課税状況等の調等から算出、

地方消費税は平成 18 年度地方消費税交付金の決算額。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・今後の地方分権の進展に伴い、指定都市が道府県に代わって行う

役割を自主的・自立的に果たしていくために、個人道府県民税、

法人道府県民税及び地方消費税の複数税目からの税源移譲による

大都市特例税制を創設すること  

【提案事項】  

河川の整備・管理１９０億円

1兆４６３億円 1兆５，９８９億円

≪税制上の措置不足額等≫ ≪指定都市の市域内税収≫

地方消費税
２，６４２億円

事務配分の特例に伴う税制
上の措置不足額

２，３４２億円

道府県費負担教職員給与費

の見直しに係る影響額

７，９３１億円

個人道府県民税
1兆６５０億円

法人道府県民税
２，６９６億円

今後の道府県
から指定都市
への事務・権
限移譲に伴う
所要額
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第３章 今後に向けた提案事項 

１ 真の地方分権改革の実現を担保するための仕組みの構築 

(1) 地方分権改革監視等委員会（仮称）の設置  

地方分権改革の推進の基本理念に則した地方自治体の自主的、自

立的な行政運営を確保するためには、各府省の取組みを監視するこ

とが必要である。 

しかし、時限立法である地方分権改革推進法の失効に伴い、地方

分権改革推進委員会が解散することから、このような監視機能が弱

まり、地方分権改革の実現が懸念される。 

そこで、地方分権改革推進委員会に代わり、各府省の取組みを監

視する機関の設置が不可欠である。 

指定都市市長会が第３次提言で提案した「地方分権改革監視等委

員会（仮称）」を内閣府に設置し、各府省の取組みが地方分権改革

の理念等に沿ったものであるか監視することが、真の地方分権改革

の実現に必要である。 
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  (2) 地方分権改革監視等委員会（仮称）の役割 

地方分権改革監視等委員会（仮称）の監視機能を担保するために

は、同委員会を法律上明確に位置づけ、調査及び是正勧告する権限

を付与する必要がある。 

地方分権改革監視等委員会（仮称）は、各府省の取組みが、新分

権一括法（仮称）の趣旨に反している場合、是正勧告することによ

り、真の地方分権改革の実現を強力に後押しすることになる。 

    また、地方分権改革監視等委員会（仮称）の設置にあたっては、

指定都市を構成メンバーとすべきである。 

 

地方分権改革推進委員会解散後に設置される地方分権改革監視等委員会（仮称） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【提案事項】  

・地方分権改革推進法の失効後、地方分権改革推進委員会に代わる

組織として「地方分権改革監視等委員会（仮称）」を内閣府に設

置すること 

・上記委員会には、指定都市を構成メンバーとすること 

・上記委員会を法律上明確に位置づけ、調査権及び是正勧告権等

を付与すること 

報告  報告  

意見  
調査・是正勧告

申し入れ  
 

 

地方  

自治体  

各府省
地方分権改革監視等委員会 (仮称 )  
・内閣府に設置（事務局：内閣府）  
・指定都市を含む地方の代表者、  

元地方分権改革推進委員会委員、  
学識経験者等、総勢８名程度で構成

・ 法律上明 確に位置 づけ、各 府省 の

取組みへの調査権・是正勧告権等を

付与  
・設置期間は３年程度  
 
 
 権限、財源の移譲  等  
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２ 新たな大都市制度の早期創設に向けて 

平成 19 年 11 月に取りまとめられた「中間的な取りまとめ」で

は、分権型社会への転換に向けた行政体制の問題として「大都市

制度のあり方」が重要な検討課題の一つに挙げられている。 

 この中では、「大都市の地域であっても国の法令による全国一律

の義務付け・枠付けが必要なのか、大都市に関しても関与が必要

なのか、大都市に対してさらなる権限移譲ができないのか、とい

う視点を常に保持することが必要」であり、「従来、国、都道府県

が対応することとされてきた大都市地域の課題であっても、大都

市自身が周辺の市町村と連携しながら処方箋を用意するという役

割を付与すべき」で、「大都市制度のあり方についてそれを支える

税財政制度を含めて検討するべきである」としている。 

しかしながら、これまでの２度にわたる勧告では、大都市制度のあ

り方について全く触れられていない。 

    現行の指定都市制度は、50 年以上も前に「暫定的な措置」として創

設された特例的・部分的で一体性・総合性を欠いた事務配分となって

いる、それに見合った税財源措置がなされていない、道府県との役割

分担があいまいとなっているなど、あまりにも多くの課題を抱えてい

る。 

地方分権改革推進委員会におかれては、大都市の実態に即応した税

財政制度を含め、「大都市制度のあり方」について早急に検討を行うべ

きである。 

  その際には、広域自治体から独立して存在する「特別市」や「大

都市州」なども含め、さまざまな制度を視野に入れて検討を行う

べきである。 

【提案事項】 

 

 

・大都市の実態に即応した税財政制度を含め、「大都市制度のあ

り方」について早急に検討すること 
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１ 圏域における中枢都市としての財政需要 

 

① 人口や産業の集積に伴い必要とされる都市的インフラの整備等にかかる 

財政需要 

国土面積の 2.8％に過ぎない指定都市には、昼夜を問わず全国の約２割もの人

口が集中している。指定都市の通勤圏人口は全国の約３割にものぼり、人の集散

を伴う商業活動も全国の約３割を占めている。 

このため、大都市として、多くの人々の定住や交流、活発な経済活動などを支え

るための基礎的な都市インフラの整備等が必要となる。 

  一方で、交通混雑や低い居住水準など過密や集中に起因する都市的課題が顕

在化しており、これらに対応するための財政需要も生じている。 

 

② 経 済 活 動 をけん引 するため生 じる財 政 需 要  

指 定 都 市 は、その都 市 圏 における経 済 活 動 をけん引 するために、高 度

技 術 の開 発 を行 う研 究 所 等 を整 備 ・運 営 するとともに、積 極 的 な企 業 支 援

施 策 を行 うことにより高 度 な産 業 の集 積 を維 持 するための財 政 需 要 が生 じ

ている。 

また、都 市 圏 における国 際 コンベンションの開 催 に対 応 できる国 際 会 議

場 の整 備 ・運 営 、圏 域 の消 費 流 通 活 動 の要 となる市 場 事 業 など高 次 な都

市 機 能 を整 備 ・運 営 するための財 政 需 要 が生 じている。 

 

③ 高 度 医 療 や教 育 ・文 化 の中 心 都 市 としての財 政 需 要  

指 定 都 市 では、都 市 圏 における高 度 医 療 を担 う医 療 施 設 や、市 立 大 学

の整 備 ・運 営 など都 市 圏 における中 枢 都 市 としての財 政 需 要 が生 じてい

る。 

 

大都市特有の財政需要  

[資料１ ] 
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２ 人 口 の集 中 ・産 業 の集 積 に伴 う都 市 的 課 題 から生 じる財 政 需 要  

 

① 生 活 インフラの問 題 に対 する財 政 需 要  

指 定 都 市 では、都 市 圏 において人 口 が集 中 することによる保 育 所 不 足

の問 題 などから、一 般 市 に比 べ多 くの保 育 所 関 係 経 費 や放 課 後 学 級 経 費

などが生 じている。 

 

② セーフティネットにかかる問 題 に対 する財 政 需 要  

指 定 都 市 では、高 齢 単 身 世 帯 の増 加 等 により生 活 保 護 率 が一 般 市 に

比 べて高 い水 準 となっている。 

また、都 市 問 題 の象 徴 でもあるホームレスの問 題 を抱 えており、自 立 支 援

に向 けた施 策 などに対 応 するための経 費 も生 じている。 

 

③ 安 全 ・安 心 にかかる問 題 に対 する財 政 需 要  

指 定 都 市 は、都 市 災 害 に備 えて高 規 格 の消 防 機 材 等 を整 備 するための

経 費 が生 じている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※（左グラフ）平成 18 年度市町村別決算状況調 

  （上グラフ）面積、夜間人口、昼間人口 

         ：平成 17 年国勢調査 

        通勤圏人口 

         ：平成 12 年国勢調査より推計 

市民一人当たり歳出額

38.6

36.1

29.4

4.4
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12.7

15.4

7.4

11.0

3.6

2.1

17.0

27.7

17.5

34.1

23.9

0.7

0.0

0.3

0.1

3.3

8.1

12.6

4.2

4.7

0.6

1.4

11.8

9.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

生活保護費

児童福祉費

社会福祉費

高等学校費

特殊学校費

大学費

空港費

住宅費

区画整理費等

下水道費

公園費

街路費

港湾費

河川費

道路橋りょう費

商工費

（千円）

一般市

指定都市

全国に占める指定都市の割合

28.4%

20.0%

19.2%

2.8%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

通勤圏人口

昼間人口

夜間人口

面積

 

市民一人当たり歳出額  全国に占める指定都市の割合  



 - 33 -

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大都市特有の財政需要の主なもの  

（単位：億円）

経　　費 国負担分 道府県負担分 市負担分等

都市的インフラの整備等

国道整備等負担金 約1 ,9 0 0 約1 ,2 0 0 約7 0 0

都市高速道路 約3 9 0 約3 0 約3 6 0

地下鉄事業 約1 ,1 7 0 約1 ,1 7 0

バス事業 約2 1 0 約2 1 0

下水道事業 約3 ,6 5 0 約3 ,6 5 0

都市交通への出資等 約5 8 0 約3 0 約5 5 0

電線等共同溝 約7 0 約3 0 約4 0

交通渋滞対策 約3 2 0 約1 3 0 約1 9 0

自転車駐車対策 約1 6 0 約1 0 約1 5 0

経済活動をけん引

企業活動支援 約1 6 0 約1 6 0

中小企業対策 約4 ,6 4 0 約4 ,6 4 0

工業研究所等の整備・運営 約7 0 約7 0

国際会議場の整備・運営 約1 0 0 約1 0 0

中央卸売市場の整備・運営 約2 2 0 約2 2 0

高度医療を担う市立大学附属病院
の整備・運営

約1 6 0 約1 6 0

市立大学の整備・運営 約4 8 0 約4 8 0

国際大会等を開催する大規模ス
ポーツ施設の整備・運営

約2 5 0 約2 5 0

生活インフラ

保育所関係経費 約3 ,1 5 0 約5 6 0 約2 ,5 9 0

放課後学級経費 約1 9 0 約1 0 約1 8 0

セーフティネット

生活保護費等 約9 ,3 0 0 約6 ,6 0 0 約2 ,7 0 0

ホームレス対策費 約3 0 約1 0 約2 0

安全・安心に係る問題

特別高度救助隊の整備・運営 約2 0 約2 0

消防ヘリコプターの整備・運営 約5 0 約1 0 約4 0

※平成18年度決算

※10億円未満は切り捨て。

項　　　　目

高度医療、教育・文化の中心都市
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地
方

税
の

主
要

な
税

目
の

税
収

偏
在

状
況

（
平

成
1
9
年

度
決

算
）

　
　

　
最

大
／

最
小

：
３

．
１

倍
　

　
　

　
最

大
／

最
小

：
３

．
０

倍
　

　
　

　
最

大
／

最
小

：
６

．
６

倍
　

　
　

　
　

　
　

最
大

／
最

小
：
１

．
８

倍
　
 　

最
大

／
最

小
：
２

．
２

倍

　
　

　
　

３
９

．
５

兆
円

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
１

１
．

９
兆

円
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
９

．
２

兆
円

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
２

．
６

兆
円

　
 　

　
　

　
　

　
　

　
８

．
７

兆
円

※
1
総
務
省

作
成
資
料

※
2
「
最
大

／
最
小
」
は

、
各
都
道
府

県
ご
と
の
人

口
（
H
2
0
.
3
.
3
1
現
在
の
住

民
基
本
台
帳

人
口
）
1
人

当
た
り
税
収

額
の
最
大

値
を
最
小
値

で
割
っ
た
数

値
で
あ
る
。

※
3
地
方
税

収
計
の
税
収

額
は
超
過
課

税
、
法
定
外

普
通
税
及
び

法
定
外
目
的

税
を
除
い

た
も
の
、
個

人
住
民
税
の

税
収
額
は
個

人
道
府
県
民

税
及
び
個
人

市
町
村
民

税
の
合
計
額

で
あ
り
、

　
 
超
過
課

税
分
を
除
い

た
も
の
、
法

人
二
税
の
税

収
額
は
法
人

道
府
県
民

税
、
法
人
市

町
村
民
税
及

び
法
人
事
業

税
の
合
計
額

で
あ
り
、
超

過
課
税
分
を

除
い
た
も

の
、
固
定
資

産
税
の
税
収

　
 
額
は
道

府
県
分
を
含

み
、
超
過
課

税
分
を
除
い

た
も
の
で
あ

る
。
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地
方

税
の

主
要

な
税

目
の

税
収

 （
地

方
財

政
計

画
ベ

ー
ス

）
の

推
移

※
1
総

務
省
作

成
資

料
※

2
平

成
1
9
年

度
ま

で
は

決
算
額

（
超

過
課
税

分
及

び
法
定

外
税

を
除
く

地
方

財
政
計

画
額

ベ
ー
ス

）
、

2
0
年
度

は
決

算
見
込

額
、

2
1
年

度
は
地

方
財

政
計
画

額
で

あ
る
。

※
3
個

人
住
民

税
は

、
道
府

県
民

税
（

均
等
割

、
所

得
割
、

利
子

割
、
配

当
割

及
び
株

式
等

譲
渡
所

得
割

）
及
び

市
町

村
民

税
（
均

等
割

、
所
得

割
）

の
合
計

で
あ

る
。

※
4
法

人
二
税

は
、

道
府

県
民
税

（
法

人
均
等

割
、

法
人
税

割
）

、
市
町

村
税

（
法
人

均
等

割
、
法

人
税

割
）
及

び
法

人
事
業

税
（

地
方

法
人
特

別
譲

与
税
を

含
む

）
の
合

計
で

あ
る
。

※
5
固

定
資
産

税
は

、
土
地

、
家

屋
、

償
却
資

産
の

合
計
で

あ
る

。
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［資 料 ５］  

20.6%

32.4%

27.2%

32.5%

19.2%

20.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

大型小売店年間商品販売額

大型小売店事業所数

卸売業年間商品販売額

卸売業事業所数

昼間人口

夜間人口

活発な消費流通活動（指定都市の全国シェア）  

指定都市は全国の約 2割もの人口を有するとともに、人や産業の集積に伴う消費

流通活動が活発に行われている  

※夜間人口及び昼間人口は平成17年国勢調査、その他は平成19年商業統計による。

増嵩が見込まれる社会保障関係費

社会保障関係費の増加や少子高齢化の進展が顕著であり、今後も少子高齢化の進展に伴う社会保障
関係費の増嵩が見込まれる

6,274 6,444 6,697 6,864 7,055

4,329 4,510 4,700 4,793 4,646

6,680
7,382

7,972 8,325 8,670

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18

社会福祉費 老人福祉費 児童福祉費

（億円）

17 ,283
18 ,335

19 ,369 19 ,982 20 ,371

（年度）

【社会保障関係費の推移（指定都市）】 【少子高齢化の推移（指定都市）】

17.9

15.1

12.3

10.2
8.8

13.2
13.7

15.0

17.2

20.4
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Ｓ６０ Ｈ２ Ｈ７ Ｈ１2 Ｈ１７

65歳以上人口の比率 15歳未満人口の比率

（％）

（年度）

［資 料 ４］  

※ 市 町 村 別 決 算 状 況 調 に よ る           ※ 国 勢 調 査 に よ る  

増嵩が見込まれる社会保障関係費  

社会保障関係費の増加や少子高齢化の進展が顕著であり、今後も少子高齢化

の進展に伴う社会保障関係費の増嵩が見込まれる  
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27.5%
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消費・流通課税の配分割合（平成20年度）

国税
73.5%
194,049億円

道府県税
22.6%
59,542億円

市町村税
3.9%
10,288億円

国税
73.5%
194,049億円

道府県税
22.6%
59,542億円

市町村税
3.9%
10,288億円

（注１）地方消費税交付金など、譲与税・交付金の配分後の市町村への配分割合は12.3％

（注２）国の当初予算額、地方財政計画額による数値

６

［資料５］
［資 料 ６］  

※1地方消費税交付金など、譲与税・交付金の配分後の市町村への配分割合は12.3％
※ 2国の当初予算額、地方財政計画額による数値 

［資 料 ７］  

法人の事業活動（指定都市の全国シェア）  

指定都市には昼夜を問わず全国の約 2割もの人口が集中しており、法人の事業
活動も活発に行われている  

※夜間人口は平成17年国勢調査、従業者数、事業所数は平成18年事業所・企業統
計、年間商品販売額は平成19年商業統計、事業系ごみ搬入量は平成18年一般廃
棄物処理実態調査による。 

消費・流通課税の配分割合（平成 20年度）  
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法人所得課税の配分割合（実効税率）

（注１）実効税率は、法人事業税が損金算入されることを調整した後の税率
（注２）地方法人特別税は国税であるが、税体系の抜本的改革までの暫定措置であることから、道府県税に算入

 

国税

70.8%

道府県税

20.5%

市町村税
8.7%

 

国税

70.8%

道府県税

20.5%

市町村税
8.7%

［資料７］

 

［資 料 ８］  

※1実効税率は、法人事業税が損金算入されることを調整した後の税率 
※ 2地方法人特別税は国税であるが、税体系の抜本的改革までの暫定措置であるこ

とから、道府県税に算入 
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